
障害者自立支援法 指定事業者等の指導等について 
 

神奈川県保健福祉部福祉監査指導課 
 

（１）指導根拠：【実地指導】障害者自立支援法第１１条第２項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊ 神奈川県障害者自立支援法指定事業者等指導実施要綱 

 
指導根拠：【監査】障害者自立支援法第４８条 

（報告等）  
第四十八条  都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定障

害福祉サービス事業者若しくは指定障害福祉サービス事業者であった者若しくは

当該指定に係るサービス事業所の従業者であった者（以下この項において「指定障

害福祉サービス事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類そ

の他の物件の提出若しくは提示を命じ、指定障害福祉サービス事業者若しくは当該

指定に係るサービス事業所の従業者若しくは指定障害福祉サービス事業者であっ

た者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該

指定障害福祉サービス事業者の当該指定に係るサービス事業所に立ち入り、その設

備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。  
 
（第２項中略） 
 
３ 前二項の規定は、指定障害者支援施設等について準用する。 
 

＊ 神奈川県障害者自立支援法指定事業者等監査実施要綱 

（厚生労働大臣又は都道府県知事の自立支援給付対象サービス等に関する調査等）  
第十一条  
２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、自立支援給付に関して必要があると認めると

きは、自立支援給付対象サービス等を行った者若しくは、これらを使用した者に対し、

その行った自立支援給付対象サービス等に関し、報告若しくは当該自立支援給付対象

サービス等の提供の記録、帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又は当

該職員に関係者に対して質問させることができる。    
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（２）目 的 
支援内容の質の確保並びに介護給付費、訓練等給付費、サービス利用計画作成費及

び特定障害者特別給付費（以下「介護給付費等」という。）の支給の適正化を図るこ

とを目的とする。 

 
（３）指導について 

・集団指導 講習、研修、会議等の方式で実施 ⇒随時 

 

・実地指導 現地にて個別面談により実施 

指定障害者支援施設       概ね２年に１回 

指定障害者支援施設以外の事業者 概ね３年に１回 

        

 ＊ 継続して状況確認、指導等が必要と認められる場合は、毎年実施する 

     ことがあります。       

 
（４） 監査について 

・実地指導において、不正等が疑われる場合または、苦情や家族・利用者からの通報

等により監査を実施します。 
・現地にて個別面談により実施します。（事前調査を実施することもあります。） 

 
（５）監査の対象 

・支援内容、自立支援給付費の請求に不正又は不当があったことを疑うに足りる理由が

あるとき。 
・重大な基準違反があると疑うに足りる理由があるとき。 
・実地指導による改善が見られないとき。    
・正当な理由がなく、実地指導を拒否したとき。 

 
（６）勧告、命令、指定の取消しについて 

・基準に従って適正な指定障害福祉サービスの事業の運営をしていないと認めるときは、

当該事業者に対し、期限を定めて、基準を遵守すべきことを勧告することがあります。 
（障害者自立支援法第４９条第１項） 
・期限内に勧告に従わなかったときは、その旨公表することがあります。（障害者自立

支援法第４９条第４項） 
・勧告を受けた事業者が、正当な理由がなくその勧告に係る措置をとらなかったときは、

当該事業者に対し、改善命令を発することもあります。（障害者自立支援法第４９条第

５項） 
・上記命令をしたときは、その旨を公示します。（（障害者自立支援法第４９条第６項） 
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・さらに改善が図られない場合や、不正に介護給付費を請求している場合には、指定の

取消し等を行うこともあります。（障害者自立支援法第５０条第１項） 
 

（７）その他 
・平成２０年度の予定 

６月初旬から、順次実地指導を実施する予定です。 
実地指導通知は、概ね１カ月前に発送します。 

 ・不明な点などあれば、下記連絡先にお問合せください。 
  

 
 
 
 

連絡先  神奈川県保健福祉部福祉監査指導課監査班 
    ＴＥＬ ０４５（２１０）１１１１ 内線４８１５、４８１６ 
                       ４８１７、４８１８ 
    ＦＡＸ ０４５（２１０）８８５８ 
    住 所 〒 ２３１－８５８８  横浜市中区日本大通１ 
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 平成１９年度 居宅介護・重度訪問介護等事業所 実地指導概要  

 

＜契約書・重要事項説明書・運営規程等＞ 

 

１ 契約書、重要事項説明書及び運営規程が旧法（身体障害者福祉法等）適用の内容

になっている。 

 

２ 契約書が作成されていない。契約の期限が切れている。 

 

３ 運営規程に重度訪問介護の内容が記載されていない。 

 

４ 介護保険の様式を利用しているため、指定障害福祉サービスの契約書、重要事項

説明書としての要件を満たしていない。 

 

５ 運営規程が介護保険事業適用の内容になっている。 

 

６ 運営規程・重要事項等の内容が実態と相違している。 

  （実施地域、営業時間、サービス提供責任者等の人数等） 

 

 

＜管理者、サービス提供責任者、従業者等＞ 

 

１ 所在地・管理者・サービス提供責任者・運営規程等が変更されているが、１０日

以内に県に届け出ていない。 

 

２ サービス提供責任者の員数が不足している。 

 

３ 従業者の身分を証する書類を作成していない。従業員に携行させていない。 

 

４ 従業者の身分を証する書類に、指定事業所名等が記載されていない。 

  介護保険事業所の従業員としての身分証明書になっている。 

 

５ 従業員採用時に、資格の未確認または、資格確認の書類不備がある。 

 

 

 



＜受給者証＞ 

 

１ 2人の従業者による居宅介護を行っているが、市町村に「２人介護」で交付決定

しているか確認していない。また、書面により利用者の同意を得ていない。  

 

２ サービス提供開始時に、受給者証等の事業者記載欄に必要事項を記入していない。 

 

 

 

＜居宅介護計画・重度訪問介護計画・記録等＞ 

 

１ 居宅介護計画・重度訪問介護計画（以下「居宅介護計画等」という）を作成して

いない。 

 

２ サービス提供責任者が、居宅介護計画等を作成していない。 

 

３ 居宅介護計画等の作成にあたり、利用者状況を把握・分析し課題を明らかにして

いない。（アセスメント票等が作成されていない） 

 

４ 居宅介護計画等に、提供するサービスの具体的な内容･時間･曜日･主に担当する

従業員の氏名等について記載されていない。 

 

５ 居宅介護計画等を利用者に交付していない。 

    

６ 居宅介護計画等の見直しを必要に応じて行っていない。 

 

７ 諸記録をサービス完結の日から５年間保存していない。 

 

８ 利用者へのサービスの提供に関する日々の記録が、未作成または不十分である。 

 

 

＜苦情対応＞ 

 

１ 利用者等からの苦情を受け付けた際にその内容を記録していない。 

 

 

 



＜個人情報＞ 

 

１ 他の指定事業者等に対して、利用者又はその家族に関する情報を提供する際に、

あらかじめ文書により利用者又はその家族の同意を得ていない。 

 

２ 個人情報の提供にかかる同意書の使用範囲（医療機関・行政機関・教育機関等）

に不備がある。 

 

３  従業者及び管理者が、在職中及び退職した後において、業務上知り得た利用者又

はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置（就業規則・雇用契約書等）

を講じていない。 

 

 

＜法定代理受領＞ 

 

１ 市町村から介護給付費の支給を受けた場合に、利用者に介護給付費の額を通知し

ていない。 

 

２ 受領日前に利用者への介護給付費額の通知をしている。 

 

 

＜請求関係＞（誤請求内容） 

 

１ 利用者不在時に居宅介護サービス費を請求している。 

 

２ サービス提供実績記録表のサービス提供者印欄に、実際にサービス提供を行って

いるヘルパーと異なる者が押印している。 

  

３ 時間帯をまたぐ場合の、請求に誤りがある。 

  

４  連続して２時間提供したサービスを、１時間を２回として算定（請求）している。  

 

5  １日に２時間未満の間隔で同じサービスを提供する際に、前後の居宅介護を１回

として取り扱っていない。 

 

6 移動支援に該当するサービス内容を身体介護中心で算定（請求）している。 

 



７ ３級ヘルパーにより身体介護を行っているが、単価の７０／１００に減算して請求し

ていない。 

 

 

＜その他＞ 

 

１ 運営規程の概要、従業者の勤務体制などの重要事項を見やすい場所に掲示してい

ない。 

 

２ 指定障害福祉サービス事業ごと、または、その他の事業との会計を区分していな

い。 

 

３ 利用者負担額以外の料金について、その内容、額を重要事項説明書等で明らかに

していない。 

 


